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「大規模災害からの復興に関する法律」の施行に伴
う宅地建物取引業法施行令及び「宅地建物取引業法
の解釈・運用の考え方」の一部改正について
　「大規模災害からの復興に関する法律（以下「復興法」という。）の施行に伴い、同法律に係る「復
興計画の実施に係る届出対象区域」等が創設されたことにより、平成25年8月20日付で「宅地建
物取引業法施行令」の一部が改正施行され、重要事項の説明事項が追加されるとともに、「宅地建
物取引業法の解釈・運用の考え方」についても一部改正されましたのでお知らせします。
　※  「復興法」の概要については、内閣府ホームページ（http://www.bousai.go.jp/taisaku/
minaoshi/fukkou_01.html）をご覧ください。

１．宅地建物取引業法施行令第３条の改正点
　　今般、復興法第28条第４項では、復興整備事業の円滑な実施を確保するため、届出対象
区域（※）において、土地の区画形質の変更、建築物等の新築、改築又は増築等を行う者に
対し、当該行為に着手する前に当該行為の種類、場所等に関する事項を市町村長に届け出
ることを義務づけ、また、同条第５項では、当該事項を変更しようとするときにも、その
旨を当該市町村長に届け出ることが義務づけられた。
　　これらの届出義務については、届出をしない場合等に罰則がかかるなど、これを知らない
で当該宅地又は建物を購入等した者は、不測の損害を被る恐れがあるため、当該届出義務を
新たに説明すべき重要事項と位置付け、宅地建物取引業法施行令において所要の改正を行う。

　　（※）　届出対象区域とは、復興法第28条第１項に基づき、復興計画の計画区域のうち復 
　　　興整備事業の実施区域の全部又は一部について、市町村が指定するものをいう。

２．「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」の改正点
　　１．で述べたように宅地建物取引業法第３５条第１項第２号の法令に基づく制限として、
復興法第２８条第４項及び第５項を追加することから、ガイドライン中の重要事項説明書
において所要の改正を行う。

※　全宅連策定書式の改訂のお知らせ
　　全宅連では、全宅連ホームページ（http://www.zentaku.or.jp）内に宅建協会会員専用
サイトを開設し、「全宅連策定契約書等書式」、「法令改正情報」、「出版物のご案内」等を掲
載していますが、このたび書式のダウンロードサイト掲載の書式について、上記の改正に
伴い、下記のとおり改訂されましたのでお知らせします。
　　なお、会員の方で、ユーザー名、パスワードが不明な方は、協会本部事務局（ＴＥＬ　
０５８－２７５－１５５１）までお問い合わせ下さい。

　「大規模災害からの復興に関する法律」の施行に伴う宅地建物取引業法施行令改正に伴い、
重要事項説明書書式「土地の売買・交換用」「土地建物の売買・交換用」「区分所有建物の売買・
交換用」「建物貸借用」「土地貸借用」の WORD、EXCEL、一太郎、PDF 各書式及びエクセ
ル版書式（自動入力）が更新されました。
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●新設住宅着工戸数の推移（月別。 ▲はマイナス）
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　国土交通省がまとめた６月の新設住宅着工戸数は、持ち家が前年同月比13.8％増の3万699戸

と10カ月連続の増加、貸家が同13.1％増の3万504戸と4カ月連続の増加、分譲住宅でも同

24.3％増の2万2,029戸と2カ月連続の増加となったため、6月の新設住宅着工戸数全体では、同

15.3％増の8万3,704戸と10カ月連続の増加となった。着工床面積は、同15.3％増の753万6千

㎡となり、こちらも10カ月連続の増加となった。

　着工戸数の季節調整済年率換算値は97万6

千戸となった。持ち家では、公的資金分が同

3.7％減の3,286戸と2カ月連続の減少となっ

たものの、民間資金分が同16.4％増の2万

7,413戸と10カ月連続の増加となったため、

全体でも増加となった。

　貸家では、民間資金分が同14.8％増の2万

6,963戸と4カ月連続の増加、公的資金分でも

同1.8％増の3,541戸と2カ月連続の増加と

なったため、全体でも増加となった。

　分譲住宅では、マンションが同46.0％増の

1万274戸と2カ月連続の増加、戸建て住宅で

も同9.4％増の1万1,651戸と10カ月連続の増

加となったため、全体でも増加となった。

　岐阜県の利用関係別着工戸数をみると、持

ち家が同24.7％増の687戸、貸家が同72.1％

増の351戸、分譲住宅でも同23.7％増の172

戸と増加となったため、岐阜県全体では、同

35.3％増の1,214戸と10カ月連続の増加と

なった。

　三大都市圏をみると、首都圏では、持ち家

が同7.9％増の6,592戸、貸家が同13.4％増の

1万341戸、分譲住宅でも同11.1％増の1万

564戸と全利用関係別で増加となったため、

首都圏全体では同10.7％増の2万7,667戸と

なった。

　中部圏では、持ち家が同14.4％増の4,735

戸、貸家が同56.5％増の3,649戸、分譲住宅

でも同39.2％増の2,393戸と全利用関係別で

増加となったため、中部圏全体では同32.6％

増の1万878戸となった。

　近畿圏では、貸家が同13.1％減の3,559戸

と減少となったものの、持ち家が同8.8％増の

3,590戸、分譲住宅でも同52.6％増の4,997

戸と増加となったため、近畿圏全体では同

12.6％増の1万2,215戸となった。

　建築工法別では、戸建て系商品を中心とす

るプレハブの持ち家が同10.4％増の5,231

戸、貸家が同18.3％増の7,440戸、分譲住宅

が同24.1％増の567戸と増加となったため、

全体では、同16.2％増の1万3,394戸と10カ

月連続の増加となった。

　2×4では、持ち家が同18.9％増の3,385

戸、貸家が同36.5％増の6,099戸、分譲住宅

が同25.8％増の1,676戸と増加となったた

め、全体では、同29.1％増の1万1,171戸と

10カ月連続の増加となった。



住宅瑕疵担保履行法による第８回届出手続き等について
　住宅瑕疵担保履行法により、新築住宅を引き渡した事業者は、年2回の基準日ごとに許可・免許
を受けている行政庁に届出を行う必要があります。
　平成25年9月30日には、第８回の届出基準日が到来しますので、届出が必要となる事業者の方
は、基準日から3週間以内に必ず届出を行って頂きますようよろしくお願いします。

 住宅瑕疵担保履行法に係る届出手続きについて
１．届出の時期について
　　年2回の基準日（9月30日・3月31日）から3週間以内に届出を行う必要があります。
　　　

　　※　届出期間の最終日が閉庁日の場合は翌開庁日となります。

２．届出書類について
　１）届出様式の種類について
①　届出書
　　住宅建設（販売）瑕疵担保保証金の供託及び住宅建設（販売）瑕疵担保責任保険契約の
締結の状況についての届出書（規則別記第一号様式（建設業）・第七号様式（宅建業））
②　引渡し物件一覧表
　　住宅建設（販売）瑕疵担保保証金の供託及び住宅建設（販売）瑕疵担保責任保険契約の
締結の状況の一覧表（規則別記第一号の二様式（建設業）・第七号の二様式（宅建業））
③　添付書類
　・住宅建設（販売）瑕疵担保責任保険契約を証する書面（保険の場合）
　・住宅建設（販売）瑕疵担保保証金に係る供託書の写し（供託の場合）
※　保険の場合②③については保険法人より送付される書類を利用することができます。

　２）届出書類の様式について
　　上記①②の様式は国土交通省のホームページよりダウンロード出来ます。
　　（http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutaku-kentiku.files/kashitanpocorner/index.html）

３．注意点
①　一度届出を行った場合、基準日前6ヶ月間に新築住宅の引き渡しが無い場合でも、最初の
届出後10年間は基準日ごとに届出が必要です。
②　届出を行わない場合や資力確保措置を講じていない場合は新たな新築住宅の売買・請負契
約の締結が禁止され、監督処分や罰則が適用されることとなります。

【問い合わせ先】
◎大臣免許宅建業者・大臣許可建設業者
　　中部地方整備局建設産業課　　ＴＥＬ　０５２－９５３－８５７２
◎岐阜県知事免許宅建業者
　　岐阜県都市建築部建築指導課　ＴＥＬ　０５８－２７２－８６８０
◎岐阜県知事許可建設業者
　　岐阜県県土整備部建設政策課　ＴＥＬ　０５８－２７２－８５０４
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基　準　日
９月30日
３月31日

届　出　期　間
10月１日～10月21日
４月１日～４月21日
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各務原市市有地売却の媒介業務に関する協定書を締結各務原市市有地売却の媒介業務に関する協定書を締結
　本会では、各務原市と平成 25年 9月 2日付で、「各務原市市有地売却の媒介業務に関する協定」
について再締結しました。（媒介依頼期間：平成25年11月29日まで）

市有地処分の媒介委託について

公益社団法人　岐阜県宅地建物取引業協会会員の皆様へ

　公益社団法人岐阜県宅地建物取引業協会と各務原市は、「各務原市市有地売却の媒介に関する協
定書（以下「協定書」という。）」を締結し、同協会の会員の皆様（以下「会員」という。）に、以下の
内容で媒介をお願いしています。

１．媒介依頼対象物件
　　下記に掲載のとおり。
　　各物件内容については、関係機関に問い合わせる等、各自調査願います。なお、物件調書、
明細図、位置図等を、各務原市契約管財課において用意しておりますので、必要なものは配布
いたします。

２．媒介依頼期間
　　平成25年11月29日まで

３．媒介依頼の対象外
　　土地の購入希望者（以下「購入希望者」という。）が会員の場合は、媒介依頼の対象となりませ
んのでご注意ください。会員へ売却する場合は、市と会員との間で個別に先着順にて契約する
ことになります。

４．手続き等
　　媒介をしようとする会員は、購入希望者からの申込みを受け付け、下記必要書類を各務原市
契約管財課までご持参願います。先着順の受付となりますので、既に申込済みとなっている場
合はご容赦願います。物件が残っているかの確認は電話でお問い合わせいただけますが、その
際に申込予約はできません。

　・提出・問い合わせ先
　　各務原市那加桜町一丁目69番地
　　各務原市役所総務部契約管財課　０５８－３８３－１４６７
　・提出書類
　　市有地売払申込書（協定書　様式第３号）
　　誓約書（平成25年度第１回各務原市先着順による市有地売払実施要領　様式１）
　　市有地売却の媒介に関する契約書（協定書　様式第２号）
　　媒介契約書（購入希望者と会員間）の写し
　　その他必要書類
　　※　後日、購入希望者の印鑑証明書及び身分証明書等を提出していただきます。

５．媒介報酬基準
　　媒介報酬は、市有地の売却価格に 1,000分の 30を乗じた金額とします。但し、合計額に千円
未満の端数が生じた場合は、当該端数を切り捨てるものとします。また、市有地購入者には、
一切の報酬を請求できないものとします。

　　※この報酬には消費税及び地方消費税に係る税率に相当する額を含む。

インフォメーション
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６．媒介報酬の支払時期
　　購入者から、市に売買代金が全額納入され、所有権移転登記が完了した後、会員からの請求
に基づき媒介報酬を支払うものとします。

＜売払い物件一覧＞

１

２

３

４

５

６

７

８

９

各務原市蘇原持田町5-17-1

各務原市川島小網町字本田浦1903-157

各務原市川島小網町字前河原2146-72

各務原市川島小網町字前河原2146-221

各務原市川島小網町字前河原2146-220

各務原市川島小網町字前河原2146-49

各務原市川島小網町字少林寺前河原2150-17

各務原市川島小網町字標場東2144-32

各務原市川島小網町字本田浦2142-44

宅　地

雑種地

宅　地

宅　地

宅　地

宅　地

宅　地

宅　地

宅　地

3,138.24

148.47

359.94

359.95

488.75

633.02

638.73

659.96

906.62

45,821,653

2,286,438

9,224,182

9,224,438

10,822,880

12,712,940

14,280,725

12,013,251

20,058,060

　総務省統計局（岐阜県・市町村）では、10月１日現在で「住宅・土地統計調査」を実施します。

　この調査は、住生活に関する最も基本的で重要な調査で、全国約350万世帯、県内で約６万２千

世帯の方々を対象とした大規模な調査です。

　今回の調査では、近年において多様化している国民の居住形態や少子高齢化等の社会・経済状況

の変化を踏まえ、住宅のストックのみならず、①住生活を支える居住環境、②耐震性・防火性といっ

た住宅性能水準の達成度や省エネルギー性能住宅、③土地の有効利用状況を明らかにすることをね

らいとしています。

　統計調査員が調査世帯へ調査票の記入をお願いに伺った際には、調査票へのご記入、又はイン

ターネットでの回答をお願いします。

　なお、調査により集められた調査票の記入内容は、「統計法」によって厳重に保護されます。調

査員をはじめとする調査関係者が調査で知り得た内容を他に漏らしたり、統計を作成・分析する目

的以外に調査票を使用することは絶対にありません。これらの行為は、「統計法」によりかたく禁

じられていますので、安心してありのままをご記入くださるようお願いします。

【問い合わせ先】　岐阜県総合企画部統計課人口労働係　ＴＥＬ　０５８－２７２－８１８４

平成２５年「住宅・土地統計調査」協力のお願い（岐阜県）平成２５年「住宅・土地統計調査」協力のお願い（岐阜県）

所　　在　　地物件
番号

登記
地目

最低売却価格
（円）

実測地積
（㎡）
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事業のご案内　

一般社団法人 全国賃貸不動産管理業協会   〒101-0032東京都千代田区岩本町２-6-3　全宅連会館                  

TEL:03-3865-7031　FAX : 03-5821-7330  HP:http ://www.chinkan.jp/   e-mail:zentakukanri@bz01.plala.or.jp

管理業務の各ステップごとに書式やツールの作成、各種サポート事業等を用意しています。

●サポート事業（賃貸住宅事業収支計算
　ソフト など）
●出版物（貸主への提案用リーフレット、賃
　貸住宅管理業者登録制度の解説書 など）
●書式（管理委託契約書、オーナーチェン
　ジ通知、顧客物件別台帳 など）

管理業務委託契約 管理業務

務
業
介
媒

貸 
主 
様 者

業
理
管

全宅管理

《入会金・年会費》　入会金20,000円　年会費24,000円（月額2,000円×12ケ月分）

《ご入会の手続き》　１）裏面の入会申込書に必要事項を記入いただき､協会宛に郵送またはファックス（FAX：03-5821-7330）にてご送付ください。
  　　　　　　２）入会申込書の到着が当協会にて確認できましたら、当協会より入会金・年会費のお振込み等その後のお手続きについてご連絡いたします。

全宅管理    入会のご案内　　　
　

契約期間中業務
●サポート事業（賃貸管理業務支援ソフト、夜間休日サポート､家賃集金代行シ
　ステム など）
●書式（連帯保証人変更手続書、賃料等収納状況表、転貸承諾書、増改築等承諾
　書、賃料改定合意書 など）
●日常管理業務書式（ゴミの出し方、共有部分の私物注意 など）

契約更新・終了時業務
●出版物（原状回復をめぐるトラブルとガイドライン再改訂版Q&A、原状回
　復基礎知識 など）
●書式 (期間満了・更新のお知らせ、更新合意書、 退去案内通知書、敷金・保
　証金精算明細書、定期建物賃貸借契約終了についての通知 など )

全宅管理

●協会HP・会報誌・ファックス・メールマガジンにて賃貸管理関連トピックス等の情報提供を定期的に実施しています。

●200種類以上の様々なオリジナル賃貸不動産管理関係書式が、協会HPの会員専用ページから入手できます。

●賃貸管理業務に必要なノウハウが網羅された「賃貸不動産管理業務マニュアル」などの実務に役立つ各種出版物を発行し、

　無料配布または会員価格で提供しています。

●毎週実施中の顧問弁護士による電話法律相談で法的・実務的なアドバイスが得られます。

●現場での経験を踏まえた対応策など実務者講師等による会員研修会を実施しています。

●管理業者の過失による損害賠償請求に備えた「賃貸管理業賠償責任保険」に自動的に加入となります。

●水洩れ事故など入居者からの緊急連絡等を管理業者に代わり対応する「夜間・休日サポート」を会員価格で利用できます。

●オーナーに対する月次管理報告書等や事業収支提案書作成のためのパソコンソフトを会員価格で提供しています。

●入居申込者の信用力を照会できる入居者与信システムや家賃保証システムが利用できます。　　　　　　　　　　　など

で検索

●書式（入居申込
書、入居申込撤回
報告書、鍵受取証、
親権者同意書、連
帯保証人引受承
諾書 など ） 

新規募集時業務
●サポート事業（入居者与信システム、家賃保証システム、借主向け家財保償、
　借家人賠償責任保険 など）
●出版物（店頭用ハトマークステッカー、　入居のしおり など）
●書式（入居可否通知書、入退去時の物件状況及び原状回復確認リスト など）

賃貸不動産管理業界

最大の会員数
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組　　織 個人・法人（資本金：　　　　円） 店舗数 　　　　　店　（本店含む）

企業設立 昭和・平成　　　　年　　  　月 賃貸管理業の開始 昭和・平成　　　　年  　　　月

管理受託数 居住用：　　　　　棟　　　　　　戸　　／　事業用：　　　　　　棟　　　　　　　戸

賃貸住宅管理業者
登録制度への登録　
　

登録済み　・　未登録
※登録済みの場合、以下にご記入下さい。
登録番号：国土交通大臣（　　　　　）第　　　　　　　　　　号

平成   　　年　　　月　　　日
一般社団法人　全国賃貸不動産管理業協会　　殿 

入　会　申　込　書
貴協会の趣旨に賛同し、入会を申込みます。　　　　　　　　　　　　※協会記入

フリガナ  

商　　号    

（　　　　　）宅地建物取引業協会会員・（公社）全国宅地建物取引業保証協会社員
 宅建業免許番号 大臣　・　　　（　　　　　　）知事　　　　　（　　　）第　　　　　号

フリガナ フリガナ   

代表者名       

氏名

 担当者名

所属部署及び役職

氏名

主たる事務所 　

　　所在地

〒　　　　-　　　

TEL  /FAX   TEL（　　）　　　-　　　　　　　　/  FAX（　　　　）　　　　-

資料送付先 

※支店等の場合 

〒　　　　-

TEL / FAX   TEL（　　）　　　-　　　　　　　　/  FAX（　　　　）　　　　-

従業員数  　　　　　名　　うち賃貸管理業従事者数　　　　　　　　　　　名　（兼任含む）

平成　　　年　　　月　　　日
一般社団法人　全国賃貸不動産管理業協会　　殿

誓　約　書 
貴協会の入会資格を満たしていることを誓約いたします。万が一、虚偽の事実があった場合 は、退会の処置を
とられても異議を申立てません。

商号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者（自署）：

※以下は任意記入欄

FAX:03-5821-7330
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  全国の都道府県で「暴力団排除条例」が施行されましたが、条例について理解を深めていただくために、
特に「事業者による利益供与の禁止等」で、条例に違反するとして「勧告」をされた全国の適用・活用事例
等を今月と次月の２回に渡り紹介します。
  なお、今回紹介する全国の事例に該当しても、岐阜県暴排条例が必ずしも適用できるとは限りません。

威力利用目的等
【威力利用】
　・ 建設業者が、暴力団組長に口利きを依頼し、解体工事の契約を取り付けた見返りに現金を供与したもの。 
【みかじめ・用心棒料名目】
　・飲食店経営者が、みかじめ・用心棒料名目で、暴力団幹部に現金を供与したもの。
　・建設業者が、他人との紛争の解決を暴力団員にしてもらうために現金を供与したもの。
　・自動車整備業者が、用心棒料名目で、暴力団組長に車を無償貸与したほか現金を供与したもの。
　・ガソリンスタンド経営者が、暴走族等からの嫌がらせを排除する意図で、暴力団幹部らの車の駐車場と

して提供したもの。
　・配管業者が、用心棒料として，暴力団幹部に携帯電話を貸与し、その使用料金を負担したもの。
　・キャバクラの経営者が、用心棒料名目で，暴力団幹部に現金を供与したもの。
　・居酒屋店主が、営業する上でトラブル防止及び問題解決目的で暴力団幹部から干支の置物を市場価格を

著しく超える金額で購入したもの。

活動・運営に協力する目的
【リース・物品購入名目】
　・配管業者らが、暴力団が主催するディナーショーの興業と知りながら、チケットを購入したもの。
　・携帯販売業者らが、市価より高額であることを承知しながら、暴力団組長から門松を購入したもの。
　・レンタカー会社が、暴力団の資金獲得と知りながら、パネルリース料名目で現金を供与したもの。
　・物品販売・製造業を営む事業者が市場価格を著しく超える金額で盆栽を暴力団幹部から購入したもの。
【行事・葬式等の場所提供】
　・葬祭業者が、暴力団の資金獲得のための活動である組葬と知りながら、葬祭会場としての場所を提供し

たもの。
　・飲食店経営者が、先代総長を偲ぶ会の行事の用と知りながら、行事を行う飲食店の場所を提供したもの。
　・飲食店経営者が、暴力団総長が主催するディナーショーと知りながら施設の利用契約を締結したもの。
　・飲食店経営者が、暴力団組長の放免祝いの開催であることを知りながら，店舗を貸し切りにして場所を

提供したもの。
　・飲食店経営者が、暴力団組織の親睦会であることを知りながら、行事を行う場所を提供したもの。
【駐車場等の無償提供】
　・郵便局長が、暴力団幹部らが使用する車両の駐車場として郵便局の駐車場を無償提供したもの。
　・漁業協同組合長が、暴力団組長が出店する露店であることを知りながら、組合敷地を無償で提供したもの。
　・パチンコ店店長が、暴力団組長が出店する露店であることを知りながら店舗駐車場を無償で提供したもの。
　・ホテル支配人が、暴力団の組事務所の組員に対して、ホテル駐車場を無償で提供していたもの。
　・ガソリンスタンド経営者が、暴力団組長の使用する車両を敷地内に常習的に止めさせ、駐車場として無

償で提供していたもの。
　・コンビニエンスストア経営者が、暴力団組員が使用する車両と知りながら常態的に同店駐車場に無償で

提供していたもの。　　　
　・駐車場を管理する事業者が、暴力団であることを知りながら無償利用を容認していたもの。

以上、全国の事例の一部を紹介しましたが、利益供与違反とは、事業者が
○ 暴力団の威力を利用する目的で、利益の供与をすること。
○ 暴力団の威力を利用したことで、利益を供与すること。
○ 暴力団の活動を助けることとなる利益を供与すること。　　をいいます。

岐阜県
暴力追放だより

公益財団法人岐阜県暴力追放推進センター発行
「岐阜県暴力追放だより」より抜粋

暴力団排除条例の適用事例①
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　時効には主に民事上（商事を含む）のものと、刑事上のものとがあります。ここでは、商事
を含む民事上の時効の話をします。
１．はじめに
　　お金を貸していて決められた返済日より、例えば10年を経過してしまうと法的にも返還
請求できなかったり、また、隣人間において境界からはみ出て占有されているのを放置して
おくと例えば、10年の時の経過によって、そのはみ出た部分について所有権を取得されて
しまうことがあります（境界の時にお話ししましたが、境界は公的なものであり、当事者間
で移動することはないのですが、所有権を画する所有権界は時効によって移動してしまうこ
とがあります）。普段の生活においても気をつけないと大変なことになり得るので、これか
ら何回かに分けてお話しをさせて貰います。
２．時効の存在意義
　　時効制度は、不誠実な債務者（借主）にその債務を免れさせ、又は、不当な占有者に利得
をもたらし、正当な権利者から権利を奪ってしまい、本来、権利を持たない者に権利を取得
されることになってしまうので、かかる制度はおかしいのではないかと言う考えもあります。
　　しかしながら、一方で長い期間が経過してしまい、例えば、借用書などが紛失するなどし
て証拠に基づく判断の困難性や立証の困難性を救済する必要があり、更には法の上では「権
利の上に眠る者を保護する必要はない」と言う考え方があります。
　　かかるせめぎ合いの中で一定期間の時の経過により、権利の取得や権利の消滅を認めるの
が時効制度です。知っておいて損はありません。
３．取得時効と消滅時効について
　　時効とは一定の時の経過に対して、その事実状態を尊重して権利の取得あるいは逆に消滅
を認める制度を言います。
①　取得時効とは、一定の期間の物の占有による権利取得を認めるものです。
　　例えば、よくあるケースとして、隣接する土地の境界につき、Ａがはみ出して占有して
おり、10年あるいは20年その状態が継続されると境界からはみ出た部分の土地につき、Ａ
が取得時効により所有権を取得するなどです。民法上、善意占有、すなわち、自分の土地
と誤信して占有している場合が10年、悪意占有、すなわち、他人の土地と分かって占有
している場合が20年です。 
②　次に消滅時効とは、一定期間の時の経過による権利の消滅を認めるものです。お金を貸
し、私人間では返還請求できる時点から10年間請求しないと相手方より消滅時効を主張
（これを「援用」と言います）されて、法的に返還請求できないことになります。10年間
と言いましたが、例えば、商人間等ビジネスでの貸借の場合は５年間で短期消滅すること
があります。

４．取得時効における「所有の意思」
　　賃貸借で契約に基づき、賃借人が10年もしくは20年占有していたとしても時効取得はで
きません。あくまでも、所有の意思に基づく占有であることが必要であり、例えば他人の土
地を自分の物と誤信して10年間占有している（善意占有）と自分の物となり，他人の土地
を他人の物と知りつつも20年間所有の意思を持って占有している（悪意占有）とやはり自
分の物になるのです。従って、相手方としては、10年もしくは20年の期間が経過する前に
法的な手続に着手するなどの対応策を考える必要があります。
５．消滅時効の援用について
　　例えば、サラ金会社からお金を借りた場合については、サラ金会社に商人性があるので商
事時効の問題となり、５年で時効消滅します。しかしながら、期間の経過だけではなく、私
は「消滅時効を援用します」という意思表示をサラ金会社に通知しなければ、時効消滅の効
果を得ることができません。これを「時効の援用」と言います。

以上

（公社）岐阜県宅地建物取引業協会

畑 　 良 平

身近な法律相談

知らないと本当は怖い「時効」の話①　～権利の上に眠る者は保護されない？～
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不動産取引
判例集

不動産取引
判例集

不動産取引
判例集

判例集
　地中に放置された基礎は説明と異なる、埋戻し部分
は転圧が十分でなく軟弱地盤であるなどとして、売主
に瑕疵担保責任に基づく損害賠償を請求するとともに、
代理業者に説明義務違反に基づく損害賠償の請求を求
めた事案において、基礎杭の残置は明らかにされてお
り、埋戻し部分の支持力にも問題ないとして瑕疵の存
在を否定し、代理業者の説明義務違反も否定した事例。

（東京地裁　平成22年８月30日判決）

【事案の概要】

　平成18年９月、買主Ｘ（法人）は売主Ｙ1（法人：宅建業者）の代理人である宅建業者Ｙ２を介し、

宅地８万3400㎡余を売買代金７億6000万円で購入する契約を締結した（以下「本契約」という）。

　Ｙ２の交付した重要事項説明書には次のような記載がある。

①　本物件は、現況のまま引き渡すものとします。

②　本物件塀等構築物等については、経年に伴う破損、劣化があり、通常の品質・性能を有して

おりません。点検、修繕、改修、撤去等及び地盤調査、改良工事、地中障害物の撤去等は買主

の負担となりますので、予めご承知ください。

③　本物件上の建物は売主により解体されていますが、基礎杭が残置されています。種類・本数

等については別紙「全体杭配置図」等を参照ください。また、その残存構築物等については、「敷

地内雨水排水計画図・残存構築物配置図」を参照ください。

　平成18年12月、Ｙ１はＸに対し、本件土地を引き渡した。

　　Ｘは、基礎杭は「深い所で折ってある」と説明を受けたが、①地表30cm程度のところまで放

置されている②地下ピット撤去後、ブルドーザーで土を万遍なく埋め立てた程度で、十分な転圧

を行っていないため、地下８ｍまでＮ値が10に満たない軟弱になった③解体後の鉄筋やコンク

リートのガラ等の産業廃棄物を本件土地から搬出せず、大半を埋め戻して放置したとして、Ｙ１

に対し、瑕疵担保責任に基づき損害賠償請求するともに、Ｙ２は解体工事内容について調査すべ

き立場にありながらその内容に関する説明義務を怠り、①、②の瑕疵を説明せず、①の瑕疵に関し

「深い所で折ってある」など虚偽の説明をしたと主張して提訴した。Ｙ１は③についての瑕疵を

認めて、鉄筋やコンクリートガラ等の撤去工事を行ったが、その他については瑕疵を否定して争っ

た。

【判決の要旨】

　裁判所は以下のとおり判示して、売主の瑕疵責任及び媒介業者の説明義務違反を否定した。

⑴　①（基礎杭）の瑕疵について

　　Ｙ２の担当者Ｅは現地説明においてＸの不動産事業担当顧問Ｆに対し、本件土地に杭が残し

てあることを説明したところ、Ｆから杭の位置がわかる図面を要求され、Ｆに対し、全体杭配置

図をファクシミリで送信したこと、Ｘに交付された重要事項説明書には、基礎杭が残置されて

おり、その種類、本数等については全体杭配置図を参照されたい旨の記載がある。そうすると、

本契約の締結は、本件土地に基礎杭が残置されていることが明らかにされた上で入札を通じて

行われたのだから、本件土地に基礎杭が残置されていること自体は、隠れた瑕疵にあたるとい

うことはできない。この点について、Ｘは、基礎杭は深い所で折ってあると説明を受けたと主

張するが、Ｘにとって杭の深さがそれほど重要であれば、その具体的な深さを確認して然るべ

きであるのにこれを行うことなく、入札に応じ契約している。基礎杭が深い所で折ってあると

説明を受けたことを認めるに足りる証拠はない。

⑵　②（地盤の軟弱化）の瑕疵について

　　Ｘの入札にあたっての申込書には利用計画として「住居、商業地等市街化の形成」等が記載

されているものの、これはＸ側の本件土地購入後の予定にすぎず、本件契約が一定以上のＮ値

を当然に予定していたことを認めるに足りる証拠はない。また、証拠によれば、有限会社Ａコ

ンサルタントのＩは、地下ピットの掘削埋戻し部分の地盤の許容応力度は 42.3ｋＮ/㎡であ

り、建築物の基礎底面作用荷重として想定した35ｋＮ/㎡に対して支持力面からは満足する結

果が得られる。埋戻し箇所での発生沈下は未施工箇所に比べ低減しており、埋戻し自体の問題

を挙げるのではなく、未施工部分と埋戻し部分の沈下発生の度合いが異なるため、新築された

建物に悪影響を与えるような不同沈下が発生する可能性があるという意見を表明していること

が認められる。そうすると、本件土地の地下ピット埋戻し部分には、地表面下10ｍまでの地

盤にＮ値が10以下の層があるものの、同部分の支持力には問題がないというべきである。本

件土地の地下ピットの埋戻し部分に瑕疵があるということはできない。

⑶　代理業者の説明義務違反について

　　①及び②の瑕疵に関しては、前記のとおり隠れた瑕疵があるということはできないから、説

明義務違反をいうＸの主張は前提を欠く。③の瑕疵に関しては、全証拠によっても、Ｙ２がこれ

を認識していたことを認めるに足りず、Ｙ２にこれを調査して説明すべき義務があることを具

体的に根拠付ける事実に関する主張、立証もない。したがって、Ｙ２の説明義務違反をいうＸ

の主張は採用することができない。

⑷　瑕疵による損害金について

　　廃棄物撤去工事による工事期間遅延、短縮に伴う諸費用として179万円余のみを瑕疵による

損害として認めた。
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　行われたのだから、本件土地に基礎杭が残置されていること自体は、隠れた瑕疵にあたるとい

うことはできない。この点について、Ｘは、基礎杭は深い所で折ってあると説明を受けたと主

張するが、Ｘにとって杭の深さがそれほど重要であれば、その具体的な深さを確認して然るべ

きであるのにこれを行うことなく、入札に応じ契約している。基礎杭が深い所で折ってあると

説明を受けたことを認めるに足りる証拠はない。

⑵　②（地盤の軟弱化）の瑕疵について

　　Ｘの入札にあたっての申込書には利用計画として「住居、商業地等市街化の形成」等が記載

されているものの、これはＸ側の本件土地購入後の予定にすぎず、本件契約が一定以上のＮ値

を当然に予定していたことを認めるに足りる証拠はない。また、証拠によれば、有限会社Ａコ

ンサルタントのＩは、地下ピットの掘削埋戻し部分の地盤の許容応力度は 42.3ｋＮ/㎡であ

り、建築物の基礎底面作用荷重として想定した35ｋＮ/㎡に対して支持力面からは満足する結

果が得られる。埋戻し箇所での発生沈下は未施工箇所に比べ低減しており、埋戻し自体の問題

を挙げるのではなく、未施工部分と埋戻し部分の沈下発生の度合いが異なるため、新築された

建物に悪影響を与えるような不同沈下が発生する可能性があるという意見を表明していること

が認められる。そうすると、本件土地の地下ピット埋戻し部分には、地表面下10ｍまでの地

盤にＮ値が10以下の層があるものの、同部分の支持力には問題がないというべきである。本

件土地の地下ピットの埋戻し部分に瑕疵があるということはできない。

⑶　代理業者の説明義務違反について

　　①及び②の瑕疵に関しては、前記のとおり隠れた瑕疵があるということはできないから、説

明義務違反をいうＸの主張は前提を欠く。③の瑕疵に関しては、全証拠によっても、Ｙ２がこれ

を認識していたことを認めるに足りず、Ｙ２にこれを調査して説明すべき義務があることを具

体的に根拠付ける事実に関する主張、立証もない。したがって、Ｙ２の説明義務違反をいうＸ

の主張は採用することができない。

⑷　瑕疵による損害金について

　　廃棄物撤去工事による工事期間遅延、短縮に伴う諸費用として179万円余のみを瑕疵による

損害として認めた。

　本件のように、瑕疵があることを告知（本件では基礎杭の残置）していても、想定していた

状況と違うとして瑕疵責任を追及されることは少なくない。代理・媒介業者が「知りえた瑕疵」

を重要事項説明において説明するときは、事実のみを正確に説明することが重要である。推測

を交えた説明と事実が異なった場合、不実告知として説明義務違反を問われることになりかね

ないので注意する。

蟆蟆蟆蟆　　　　　蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆

蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆

蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆蟆

蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆
蟆

【まとめ】

免許更新の手続きはお早めに！！

　免許更新の手続きは、有効期限満了日の90日前から30日前までの間に申請して下さい。
　免許更新手続きを忘れて免許が失効しますと、宅建業を営むことができなくなりますので
ご注意ください。
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岐阜中支部
８月５日
　巡回調査員説明会
８月６日
　巡回相談（岐阜市役所）
８月22日
　第２回幹事(監査)会
８月27日
　巡回相談（岐阜市役所）

岐阜南支部
８月５日
　第１回人材育成委員会
８月７日
　巡回相談（各務原市役所）
８月13日
　巡回相談（岐阜市役所）
８月20日
　第１回情報提供委員会
８月21日
　巡回相談（羽島市役所）

８月22日
　新規入会者事務所調査
８月27日
　入会審査会

岐阜北支部
８月５日
　第３回幹事会
８月20日
　巡回相談（岐阜市役所）

西濃支部
８月30日
　六者協議会役員会

中濃支部
８月２日
　新規入会者事務所調査
　入会審査会
８月６日
　巡回相談（美濃市福祉会館）

８月20日
　巡回相談（美濃加茂市生涯
　学習センター）
８月27日
　第３回幹事会

東濃支部
８月12日
　新規入会者事務所調査
　入会審査会
８月30日
　新規入会者事務所調査
　入会審査会

飛騨支部
８月22日
　第２回役員会

支 部 だ よ り

き動の
会協

８月６日
・全宅連・全宅保証都道府県協会長・本部長合
　同会議
　北海道：箕浦会長出席
８月８日
・(公社)中部圏不動産流通機構第１回企画・事
　業委員会
　名古屋市：瀬上常務理事出席
８月15日
・宅建ぎふ№440号発行

８月22日
・弁護士相談
８月27日
・相談業務研修会
　ふれあい福寿会館
８月28日
・(一財)不動産適正取引推進機構平成25年度第
　３回試験事務説明会
　東京：大橋・岡戸・磯西職員出席
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  「ハトマークサイト（全宅連統合サイト）」は、全宅連と宅建協会が運営するインターネット上の物
件広告サイトです。
◎ハトマークサイトに登録した物件は、「中部レインズ」へ登録ができます。
◎ハトマークサイトに公開した物件は、「不動産ジャパン」にも自動的に公開されます。
◎利用申込み等は、協会事務局までお問い合せ下さい。TEL.058-275-1551



　ハトマークは、私達がこれから目指していくべき姿の象徴です。2羽の鳩は会
員とユーザーの信頼と繁栄を意味しています。
　また、使用されている色については、赤色は「太陽」を、緑色は「大地」を、
そして白色は「取引の公正」を表しています。
　マークの上にある“ＲＥＡＬ　ＰＡＲＴＮＥＲ” は、会員とユーザーが“ＲＥ
ＡＬ　ＰＡＲＴＮＥＲ” となり、「信頼の絆」が育まれるようにとの願いをシン
ボルマークに込めたものです。

不動産に関するご相談は、不動産無料相談所へ

岐阜中 支 部

岐 阜 南 支 部

岐 阜 北 支 部

西 濃 支 部

中 濃 支 部

東 濃 支 部

飛 騨 支 部

岐阜市金園町５－２６－５ 058-248-6691

羽島郡岐南町下印食３－４７ 058-274-8899

岐阜市福光東１－２５－１
　白木ビル２Ｆ
大垣市住吉町５－１１
　オノデン住吉ビル２Ｆ
美濃加茂市太田本町１－１－２０
　美濃加茂商工会館１Ｆ
土岐市泉梅ノ木町２－９－２
　陶都信用農業協同組合　泉梅ノ木支店２Ｆ

058-295-1982

0584-73-2300

0574-23-1800

0572-55-7218

高山市総和町２－５８－５ 0577-36-1396

支 部 名 電 話 番 号所 　 在 　 地

　本会では、本部、各支部事務所に不動産無料相談所を設置し、不動産取引に関するご相談、ご質問
にお応えしています。

　来館による相談は事前に電話でご予約ください。
岐阜市六条南２－５－３　岐阜県不動産会館
058－275－1551
毎週月曜日～金曜日（祝日、本会の指定する日を除く。）
　午前 10：00～12：00　午後１：00～４：00
事前に電話でご予約ください。
　毎月第３木曜日　午後１：30～４：00（予約制）

　事前に電話でご予約ください。
毎週月曜日～金曜日（祝日、本会の指定する日を除く。）
　午前 10：30～12：00　午後１：00～３：30

【本部無料相談所】
所　在　地
電 話 番 号
実 施 日 時

弁護士相談

【支部無料相談所】
実 施 日 時

安心・安全な不動産取引をサポートする
不動産の総合情報サイト

“ハトマークサイト岐阜”
ht tp: / /www.g i fu- takken.or. jp

平成25年8月31日現在
所属会員　1,198名

発　行　所

岐阜市六条南二丁目５番３号（岐阜県不動産会館）
公益社団法人
公益社団法人

岐 阜 県 宅 地 建 物 取 引 業 協 会
全国宅地建物取引業保証協会岐阜本部

電話　058（275）1551　ＦＡＸ　058（274）8833
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